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研究の背景・目的 





研究の背景・目的 

・住民にとって、資金面での負担が大きい 

・密集市街地特有の緊密な雰囲気、住民同士のネットワークなどが損なわれがち 

・住宅市街地総合整備事業や都市防災総合整備事業などの整備事業の対象外 
 である場合、整備が難しい 

・密集市街地特有の緊密な雰囲気を保持 

・住民にとって極力負担が少ない 

これらを満たす市街地整備の方策と現状の施策の問題点や課題を明らかにする 

密集市街地整備を考える上での問題点 

本研究の目的 



第二章 別府市における防災総合評価よる危険街区 

既往研究における総合危険度判定 

本年度研究対象街区を抽出 



幅員4m以上の道路で囲われた 
          街区単位での防災性能評価 

第二章 別府市における防災総合評価よる危険街区 

総合評価にみる街区の危険度 
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第二章 別府市における防災総合評価よる危険街区 

昨年度研究より、総合評価4とされた 
11街区を抽出 11

5.31 %

14.01 %

25.12 %

23.19 %

32.37 %

100 %207

総合評価のみでは 
他の街区から及ぼされる危険性 
については判断できない 

隣の街区から及ぼされる危険性の評価 

隣接評価 
を行う 



隣接評価にみる街区の特徴 

隣接評価算出方法 

 ① 隣接の定義は１辺以上を共有する場合とする。 
隣接評価値を対象街区の周長に占める、隣接する辺長と総合評価の積の割合とする。隣接評価値は隣接する街
区の総合評価の平均であるため、隣接する街区の全てが、総合評価が４である場合、隣接評価値は4となる。 

② 幅員１２ｍ以上の道路、河川、鉄道を挟み隣接する場合、 
                                隣接しないものとして評価する。 
その理由としては、阪神、淡路大震災で延焼被害の大きかった神戸市長田区の事例では、幅員12ｍ以上の道路による
延焼停止率は100％であり、また、本研究における有効空地率算出に用いた、延焼限界距離の算出において、全建物
が最も延焼限界距離の長い木造であったと仮定した場合においても、延焼限界距離は12ｍであるため。  

第二章 別府市における防災総合評価よる危険街区 

隣接評価値算出の模式図 



隣接評価にみる街区の特徴 

隣接評価値の大きい街区 
・周辺の街区からもたらされる危険性が高い 

第二章 別府市における防災総合評価よる危険街区 

データ区間 頻度

0 23

0.2 7

0.4 11

0.6 11

0.8 19

1 26

1.2 20

1.4 16

1.6 19

1.8 12

2 17

2.2 10

2.4 8

2.6 6

2.8 1

3 0

3.2 1

3.4 0

3.6 0

3.8 0

4 0

隣接評価値の度数分布(0.5刻み) 



隣接評価にみる街区の特徴 

隣接評価値の大きい街区 
・周辺の街区からもたらされる危険性が高い 

第二章 別府市における防災総合評価よる危険街区 

ID

185 3 ● ● ●

187 2 ● ●

190 4 ● ● ● ●

191 3 ● ● ●

185 3 ● ● ●

186 3 ● ● ●

188 2 ● ●

190 4 ● ● ● ●

18 3 ● ● ●

48 3 ● ● ●

49 2 ● ●

52 2 ● ●

100 3 ● ● ●

102 3 ● ● ●

104 4 ● ● ● ●

106 1 ●

103 2.509 3

187 2.736 2

50 2.526 0

188 3.158 2

ID

隣接評価値2.5以上街区の隣接状況 



第二章 別府市における防災総合評価よる危険街区 

隣接評価値から見た危険街区 

「188番街区」のみ研究対象に追加 

隣接評価にみる街区の特徴 

隣接評価値の大きい街区 
・周辺の街区からもたらされる危険性が高い 



総合評価＋隣接評価からみた研究対象街区 

総合評価４の街区＝11街区 

隣接評価値3以上の街区＝1街区 

＋ 

計12街区 

ケーススタディを行う 

第二章 別府市における防災総合評価よる危険街区 



対象街区のケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

・今回は116番街区を対象にケーススタディ 

全12街区に危険度改善の提案を行う 

街区内に通り抜け路地がなく、有効 
空地も少ないため、ケーススタディ 
による影響が大きいと考えられる 



対象街区のケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

116番街区の現況 

用途地域 建ぺい率制限 容積率制限 その他

商業地域 80% 500% 準防火地域



対象街区のケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

116番街区の現況 

・街区の中に通りぬけ路地が存在しない 



対象街区のケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

今後の更新について 
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対象街区のケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

今後の更新について 

・土地と建物の所有者が異なる場合、 
        建て替えが困難な建物が街区内部に密集している 



対象街区のケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

・木造の空き家が街区中央に密集しており、 
      延焼の危険性が高いが、更新が望めない現状がある 



対象街区のケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

・密集市街地特有の緊密な雰囲気を保持 

・住民にとって極力負担が少ない 

これらを満たす市街地整備の方策と現状の施策の問題点や課題を明らかにする 

本研究の目的 

密集市街地改善フローチャートを作成 

・Yes or No の形式のチャートを辿ることで 
 街区の改善案を導出 

・密集市街地整備の手法は多岐に渡る 
・どの手法を適用すべきかの判断が難しい 



密集市街地改善フローチャート 

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

Phaseが上がるほど(Phase5)に近いほど、 
        住民の負担が大きく条件の厳しい改善方法である 

負担：小 
変化：小 

負担：大 
変化：大 



密集市街地改善フローチャート 
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対象となる条件 



ケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

・総合評価４の街区において、 
            Phase1では危険度の大きな改善は難しい 



密集市街地改善フローチャート 
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ケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1



ケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

・特定行政庁の許可が下りた場合、 
         街区内部の建物が接道義務を果たすことができる 



密集市街地改善フローチャート 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 



第四章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

対象となる条件 



ケーススタディ 

第四章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 
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ケーススタディ 

第四章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

・通路とみなす道路のセットバックを行わない限り、 
              街区内部の建物の構造の変化は難しい 



密集市街地改善フローチャート 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 



対象となる条件 



ケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 
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ケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

・空地が増加するため、危険度は下がるが、 
密集市街地特有の路地空間は損なわれる 



密集市街地改善フローチャート 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 



対象となる条件 



ケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 
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ケーススタディ 

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

Phase5

Phase4

Phase3

Phase2

Phase1

・建て替えによる危険度の低下が可能になるが、 
住民の負担は大きく、合意形成も難しい 



各Phaseの長所・短所 

段階 条件 長所 短所

Phase1 街区内の敷地・建物に変化なし
・密集市街地特有の緊密な建込み具合が保持さ
れたままである
・住民の負担を抑えた改善が可能

・街区の延焼や更新の面で、危険に対する大きな改
善が望めない

Phase2 敷地面積の減少あり

・密集市街地特有の緊密な建込み具合が保持さ
れたままである
・空地を有効に活用することで避難経路の確保や
接道が可能

・接道義務を満たすことで建て替えが可能になる、と
いう状況で建物に変化がない
・合意により面積を減少できる敷地が存在しない場
合、街区危険度の低減が難しい

Phase3 建物構造の変化、敷地面積の減少あり
・従前の建物から構造を変化するだけでよい
・空地を有効に活用することで避難経路の確保や
接道が可能

・セットバックによる通路の確保が困難な場合、【連
担建築物設計制度】の適用が困難
・合意により面積を減少できる敷地が存在しない場
合、街区危険度の低減が難しい

Phase4 建物更新(空き家)、建物構造の変化、敷地面積の減少あり ・空き家の除去による空地の確保が可能
・密集市街地特有の緊密な建込み具合を保持するこ
とは難しい
・住民の負担が大きい

Phase5 建物更新、建物構造の変化、敷地面積の減少あり
・様々な制度が適用可
・街区の危険性を大きく減少させることが可能

・密集市街地特有の緊密な建込み具合を保持するこ
とは難しい
・住民の負担が大きい

全Phase
・都市防災総合推進事業、住宅市街地総合整備
事業などの公費の事業に依存しない整備が可能

・建築基準法に満たない道路のみである場合、街区
改善の方針が限定される
・権利者の同意を得ることが困難
・住民の負担が大きい

Phaseごとの長所・短所

第三章 危険密集市街地における 改善方法の検討と提案 



第四章 住民意識から見る別府市中心市街地整備の現況 

別府市の密集市街地整備への取り組み 

2011年度より「別府市まちづくり勉強会」を開催 

「まちの点検マップ」を住民とともに作成 

・住民が危険箇所を熟知していること 

・参加者と非参加者による意識の違い 
 による実際の合意形成の難しさ 



ケーススタディと住民意識からみた結果 

①街区内に建築基準法の条件を満たさない道路しか 
       存在しない場合、街区改善の方針が極めて限定される 

②敷地が狭隘であるため，権利者の同意を得ることが困難 

③危険度を大きく改善できる改変の場合， 
住民の負担が極めて大きくなる 

④密集市街地特有の緊密な建築空間を保持しつつ 
街区の危険度を低下させることは困難 

第五章 総括 

二項道路に指定せずとも街区の拡幅ができるような措置が必要 

連担建築物設計制度などを適用するために、 
住民同士が守る適用のための地区ルールが重要 

住民負担の低減のための補助制度の活用 

建築空間をそのまま保持しつつ構造だけ耐火にするなどの手法 

⑤密集市街地改善には，権利者と専門技術者の対話が重要 

住民に制度の複雑な制度の活用を説明できる技術者とその機会 



ご清聴ありがとうございました 


